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平成２２年度　雲仙市予算編成方針

Ⅰ 国の動向

１　平成２２年度予算の概算要求にあたっての基本的方針

２　平成２２年度地方財政収支の８月仮試算【概算要求時】

　国の平成２２年度予算については、『経済財政改革の基本方針２００９』（平成21
年6月閣議決定）等を踏まえ、引き続き持続的な経済成長と財政健全化の両立を図る観
点から、歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、真に必要なニーズにこたえるため
の財源の思い切った重点配分を行うとの基本的な考え方のもと、概算要求基準を７月
に決定され、８月末において、各省庁からの概算要求を受けられたところでありま
す。

　しかしながら、８月３０日の衆議院議員総選挙で民主党が第１党となったことか
ら、政権交代により、国民新党、社民党との連立により「鳩山内閣」が誕生し、９月
２９日の閣議において改めて次のとおり予算編成方針が決定されました。
　１．平成２２年度予算については、年内に編成する。
　２．予算編成に当たっては、マニフェストの工程表に掲げられた主要な事項を実現
　　して行くため、以下の方針で臨む。
　　(1)　現行の概算要求基準の廃止
　　(2)　要求の提出期限は１０月１５日
　　(3)　全ての予算の組み替えによる新たな財源の確保
　　(4)　既存予算についてゼロベースによる優先順位の見直し
　現在、この方針に基づき、各省庁において再要求の作業が進められております。

　地方公共団体関連では、「子ども手当て」の創設、及びそれに伴う児童手当の廃
止、ガソリン税等の暫定税率の廃止に伴う地方譲与税等の減額などをはじめ、既定予
算要求の組み替えが行なわれることとなっております。さらに、予算編成の根本的な
方針及び手法が従前と全く異なっていることから、現段階では、確実性が見込めない
ものが多い状況にあります。
　したがいまして、各部局とも、国や県の動向を注視するとともに、国県からの通
知・指示等があった場合は、財政課との協議を十分に行ない、予算要求をしていただ
く必要があります。
　特に、公共事業関連につきましては、削減の方針を示されておりますが、削減対象
となる事業等が明確になった時点において、予算の減額等の調整を行なわなければな
らないことも想定されますので、ご留意ください。

　総務省が８月に公表しました「平成２２年度地方財政収支の８月仮試算」によりま
すと、歳入においては、地方税及び地方特例交付金は減が見込まれ、歳出において
は、社会保障費の増により一般行政経費が増となる一方で、給与関係経費は減が見込
まれており、地方財政収支の総額では、前年度比０．２％の増と見込まれています。

①　歳入
　　　地方税△５．４％、地方交付税０．４％、地方債１０．９％
　　【一般財源０．４％】

②　歳出
　　　一般行政経費４．９％、給与関係経費△３．７％、投資的経費０．０％
　　【一般歳出計（公債費等を除く）０．８％】
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Ⅱ 県の動向

長崎県の財政状況

Ⅲ 雲仙市の財政状況

１ 歳入

①  地方税

②  地方交付税（臨時財政対策債を含む）

③  基金（財政調整基金、減債基金）

　平成２０年度の決算で見ると、臨時財政対策債を合わせた地方交付税は、歳入全体
の４７．３％とほぼ２分の１を占める重要な収入であり、年々地方交付税への依存度
が大きくなっている状況にあります。
　平成２１年度の普通交付税算定額（臨時財政対策債を含む）は、対前年度比約１０
億円、８．５％の増となりましたが、これは、「地域雇用創出推進費」が新規算入さ
れたことによる増（４．２億円）、公債費の増（２．３億円）及び臨時財政対策債振
替相当額の増（４．４億円）によるものです。
　「地域雇用創出推進費」及び２０年度から創設された「地方再生対策費」により、
普通交付税は増加していますが、あくまでも時限的な措置であり、今後の動向は予断
を許しません。

　長崎県は、去る９月４日、平成２２年度から平成２６年度までの５年間の中期財政
見通しを発表されました。その中で、行財政改革への取組として、「収支改善対策」
（H17～21）、「行財政改革プラン」（H18～22）、さらに「収支構造改革」（H20～
22）に基づき、平成１７年度から２２年度までに、合わせて約７８９億円の収支改善
を行うことにより、持続可能な財政の健全性を維持するとされています。
　また、今後の財政運営に当たっては、今回の中期財政見通しを踏まえ、行財政改革
プラン等に基づき、より一層の行政コストの縮減を進めるとともに、税源の涵養につ
ながる施策に積極的に取り組み、自主財源の確保を図りつつ、国に対しては、地方交
付税の充実・総額確保等を強く要請するとされております。

　地方税が歳入に占める割合は、平成２０年度決算において、１３．７％に留まって
おり、相変わらずぜい弱な財政基盤となっています。
　景気については持ち直しの動きは見られるものの、昨年からの経済不況の影響など
により、さらに地方税の減収が見込まれることから、総務省が示した地方財政収支の
８月仮試算では、平成２２年度地方税の収入見込みは、△５．４％となっており、本
市においても市民税や固定資産税など、税収の落ち込みが予想されるところです。

　平成２０年度末の財源調整のための基金 （ 財政調整基金及び減債基金 ）残高は、
６０．６億円ですが、平成２１年度の当初予算において、１４億円の基金取り崩しを
行わなければ、財源不足を埋めることが出来ませんでした。
　中期財政計画で示しているように、合併に係る財政上の特例措置期間（平成２７年
度）終了後を見据えると、同期間中に一定規模の財源調整のための基金を確保しなけ
ればなりませんので、今後できるだけ、取崩し額の圧縮を図るとともに、可能な限り
の積み立てを行なっていく必要があります。

4



④  合併特例債

２ 歳出

①

②

３ その他

①

②

③

　合併年度及びその後１０年度以内に活用できる地方債で、本市は平成２７年度まで
に２９２億を上限として発行することができます。
　新市建設計画に基づく『合併市町村の一体性の速やかな確立を図るために行う公共
的施設の整備事業』や『合併市町村の均衡ある発展に資するために行う公共的施設の
整備事業』に活用することができ、充当率９５％、元利償還に対する交付税措置７
０％と、大変有利な起債です。
　ただし、あくまでも起債ですから、後年度の償還（１０年返済を予定）による本市
財政への影響を十分考慮し、計画的な活用が求められます。

　三位一体改革に伴う地方交付税や国庫補助金の減少などにより、投資的経費（建設
工事費等）を中心として、予算規模の縮小を図ってきました。
　しかしながら、原油高騰や景気の急激な後退等に対応するため、市単独の農家・中
小企業支援対策等の実施、国の緊急経済対策に伴う活性化事業の実施等により、２０
年度及び２１年度の予算規模は、拡大を余儀なくされています。

　

　合併前、主に基金取崩金と起債を原資として施設整備等の大型投資事業を行ってき
ました。また、本市が構成団体の一員である一部事務組合においても大型投資事業が
行われております。今後、これらの事業により整備した施設の維持管理及び起債償還
に係る財政負担が増加してまいります。

　合併による行財政基盤強化の成果として、時代に即応した施策、迅速な事業の展開
などが強く求められています。厳しい財政状況下にあり、現状の行政サービスを維持
することさえ困難な面もありますが、権限移譲等による新たな業務、合併に伴う事務･
事業の統合及び電子自治体化などに適切に対応していく必要があります。

　平成１９年３月、平成１９年度から平成２８年度までを計画期間とする『雲仙市総
合計画』を策定しました。厳しい財政状況でありますが、総合計画に掲げた雲仙市の
将来像が「絵に描いた餅」にならないよう、その実現に最大の義務と使命を持って臨
まなくてはなりません。

　少子高齢化社会の到来や高度情報化の進展、環境問題への関心の高まりなど、社会
経済情勢の変化に伴い、市民の行政ニーズはますます複雑・多様化しています。
 今後も歳入の減少傾向が続くと見込まれる中、住民サービスの低下を招かないよう、
安定した財政運営を継続できる柔軟な財政構造実現に向けて、遊休資産の活用や広告
料収入などを始めとした、新たな財源確保に努めるとともに、各種事業や補助金等に
ついては、常に、必要性、効率性、有効性等を検証しておく必要があります。
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Ⅳ 平成２２年度の基本方針

１ 平成２２年度の取り組みと雲仙市総合計画の実現

２ 予算編成の基本理念

① 総合計画に基づく、効果的・効率的な予算編成
② 常に経営感覚を持った予算編成
③ 地域等全エリアの視点に立ったバランスの取れた予算編成
④ 縦割り行政といわれることのない、常に横との連携を図った予算編成

３ 雲仙市行政改革大綱に基づく行財政改革の実践

　平成１９年３月に策定した行政改革大綱及び集中改革プランを実践しているところ
ではあるが、定員適正化計画により今後も職員を削減せざるを得ない中、既存事業の
必要性・事業効果等について検証し、各事業について
・「本来、市でやるべき事業」
・「民間で出来る事業」
・「市民の皆さんに行っていただく事業」
との区分を、別添「事務事業の見直しの方向性」により精査し、事務事業の削減に努
めること。

　市民と行政が一体となって策定しました『雲仙市総合計画』では、雲仙市の将来像
を『豊かな大地・輝く海とふれあう人々で築くたくましい郷土』と掲げ、将来像を実
現化させるため、
　①　みんなでつくるまちづくり
　②　快適で住みよい暮らしづくり
　③　笑顔いっぱいの健康と福祉づくり
　④　力強い産業と仕事づくり
　⑤　新しい観光・交流による活力づくり
　⑥　明日を担う人づくりと誇りあるふるさとづくり
の６つの『基本方針』を設定しています。
　この総合計画の前期基本計画期間は、平成１９年度から２３年度までの５カ年間と
なっており、平成２３年度を前期の目標年度と位置づけています。
　従って、前期計画期間の４年目となります平成２２年度は、前期目標の達成に向け
て、昨年度に引き続き更なる総合計画の推進等を図るため、

①　『総合計画特別推進枠』の設定（２億円程度）

　総合計画に基づく事業のうち、新規に取り組む事業や、拡充、前倒し等を行う事業
について、一般財源ベースで２億円程度の特別枠を設け、総合計画の更なる推進を図
ります。
　
②　ゼロ予算事業（歳出予算を伴わない事業）の実施

　一昨年度から引き続き、職員の英知と大胆な発想を結集し、取り組んでまいりま
す。

③　『選択と集中』、ｽｸﾗｯﾌﾟｱﾝﾄﾞﾋﾞﾙﾄﾞの徹底

　持続可能な行財政体制を構築するため、各部局が自主的、主体的に事務･事業の見直
しに取り組むものとします。
  見直しに当たっては、事業効果が低いと判断される事業については可能な限り縮小･
廃止を図るとともに、計上する事業（新規事業を含む。）については、＋α（プラス
アルファ）のアイデアを加え、事業効果（市民の満足度）をさらに高めるよう努める
ものとします。
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